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○新型コロナウイルス感染症にかかる雇用調整助成金の 

特例措置の拡大について 
新型コロナウイルス感染症にかかる特例措置として、４月１日から９月 30 日までを緊急対応期間と位置

付け、感染拡大防止のため、この期間中は全国において、さらなる特例措置を実施いたします。 

（６月 12日に、緊急対応期間を９月 30日まで延長しました） 

 

※赤字は特例による拡大措置 

特例以外の場合の
雇用調整助成金

４月１日から９月３０日までの期間
感染拡大防止のため、この期間は

全国で以下の特例措置を実施

経済上の理由により、
事業活動の縮小を余儀なくされた事業主

新型コロナウイルス感染症の影響
を受ける事業主（全業種）

生産指数要件
（３か月１０％以上減少）

生産指数要件を緩和
（１か月５％以上減少）

被保険者が対象
雇用保険被保険者でない労働者の休業も助成

（緊急雇用安定助成金（４／１創設）

助成率　２／３（中小）　１／２（大企業）
助成率　４／５（中小）、２／３（大企業）

※解雇等を行わず、雇用を維持している場合、
１０／１０（中小）、３／４（大企業）

日額上限額　８，３３０円 日額上限額　１５，０００円

計画届は事前提出
計画届の事後提出を認める（１月２４日～６月３０日）

５月１９日～は提出不要

１年のクリーニング期間が必要 クリーニング期間を撤廃

６か月以上の被保険者期間が必要 被保険者期間要件を撤廃

支給限度日数
１年１００日、３年１５０日

同左＋上記対象期間

短時間一斉休業 短時間休業の要件を緩和

休業規模要件１／２０（中小）、１／１５（大企業）
併せて、休業規模要件を緩和

１／４０（中小）、１／３０（大企業）

残業相殺 残業相殺を停止

教育訓練が必要な被保険者に対する教育訓練
助成率　２／３（中小）１／２（大企業）

加算額　１，２００円

助成率　４／５（中小）、２／３（大企業）
※解雇等を行わず、雇用を維持している場合、

１０／１０（中小）、３／４（大企業）
加算額　２，４００円（中小）１，８００円（大企業）

出向期間要件　３か月以上１年以内 出向期間要件　１か月以上１年以内
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１．支給申請の手続きの流れ 

受給までの手続きの流れは、おおむね次のとおりです。 

通常は、休業を実施する前に計画届を提出する必要がありますが、５月 19 日以降から行う支給申請

については、計画届の提出は不要となりました 。 

ただし、計画届を提出する際に提出する他の書類は、支給申請時に提出していただきます。 

 

  

休業計画
および

労使協定

休業の実施
および

休業手当支給

支給申請

労働局の審査
↓

支給決定

○ 「生産量の減少」や「売上高の減少」により、稼働日数を減
らして（一時帰休）、「雇用調整助成金」を申請し、雇用を
守ることを労使で話し合い（協議）をおこないます。

○ 休業の具体的な内容（期間、日数、休業手当の支払い率）を
計画します。その後、労使で休業の協定を書面を締結します。

○ 協定に基づき休業を実施します。
○ 協定に基づき従業員に休業中の休業手当を支払います。

○ 休業の実績に基づき、支給申請をします。
※ 必要な書類を添付して下さい。

○ 支給申請のあった書類について、労働局で審査を行います。
○ その後、支給決定額が口座に振込まれます。

事業活動
の縮小

○ 受注減，取引先の事業停止や倒産、仕入れ困難などが発生

→「生産量の減少」「売上高の減少」
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（１）事業活動の縮小 

受注減，取引先の事業停止や倒産、仕入れ困難などが発生→「生産量の減少」「売上高の減少」 

 

○ 売上高または生産量などの事業活動を示す指標の最近１か月間（休業した月（その前月または前々月で

も可））の値が１年前の同じ月に比べ(※１)(※２)５％（※３）以上減少していることです。 

※１ １年前の同じ月を比較対象とすることが適当でない場合は､２年前の同じ月との比較が可能です。 

※２ １年前や２年前の同じ月と比較しても要件を満たさない場合、休業した月の１年前の同じ月から休業

した月の前月までの間の適当な１か月との比較が可能です。 

※３ 対象期間の初日が令和２年４月１日より前の場合は、10％以上減少していることが要件となります。 

★  いずれの場合も、比較する月は１か月間を通して雇用保険適用事業所であり、かつ、１か月を通して

雇用保険被保険者を雇用している月である必要があります。 

【日本労働弁護団・新型コロナウイルス労働問題、Ver３ 2020年６月４日】 

 

Ｑ 緊急事態宣言が発令され外出自粛要請が出されたことを理由に、会社は、休業措置をとりました。

会社に休業補償をするよう申し入れたのですが、「国の要請なんだから仕方がないだろう」と、全く

聞いてくれません。 

Ａ 会社には、働く意思を示した上で、賃金全額の支払いを求めましょう。 

※ この項目で説明することは、緊急事態宣言期間中のことです。注意してください。 

政府は、2020 年４月 16 日までに全国の都道府県を対象に緊急事態宣言を出しており（特措法 32

条 1 項）、対象都道府県の知事は住民に不要不急の外出をしないことなどの要請を行っていました

（特措法 45 条 1 項）。この外出「自粛」の協力要請は、緊急事態宣言を受けて都道府県知事が当該

都道府県内の住民に感染の防止に必要な「協力を要請」（特措法 45条 1項）するものですが、「職場

への出勤」は不要不急の外出にあたらず、「自粛」の対象にはなりません。 

例えば、東京都の緊急事態措置を見ても、「職場への出勤など、生活の維持に必要な場合を除き、

原則として外出しないこと」の協力が要請され（東京都ホームページ：2020年 4月 10日発表）、職

場への出勤は明確に協力要請の対象外となっています。 

したがって、緊急事態宣言が出されて不要不急の外出「自粛」の協力が要請されているからとい

って、それだけで直ちに、会社が「協力の要請」に基づき休業しているとは言えません。 

そのため、この場合は、会社が労働者に労務を提供させることが可能であるのに、自らの経営判

断によって休業する場合であって、「使用者の責めに帰すべき事由」（民法 536 条 2項）があるもの

と考えられます（休業手当 60％（労働基準法 26条）の支払は当然認められます）。 

なお、労働組合があるような多くの職場では、使用者との交渉を経て、休業中も労働者に 100％

の賃金の支払いを受けられるようにしていますので、諦めないで下さい。 

また、国は新型コロナに関連して「雇用調整助成金」（雇用保険法 62条 1項、雇用保険法施行規

則 102条の 3）の要件緩和や支給内容の拡大の特例措置を実施しており、会社は支払った休業手当の

相当部分を雇用調整助成金（ただし、労働者一人当たり一日の上限は 15,000円として国から受ける

ことができます。 

Ｑ＆Ａ 
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（２）休業計画および労使協定 

「生産量の減少」や「売上高の減少」により、稼働日数を減らして（一時帰休）、「雇用調整助成金」を申請

し、雇用を守ることを労使で話し合い（協議）をおこないます。財務諸表（貸借対照表、損益計算書、月次

損益計算書、生産月報、資金繰り表）をもとに、企業状況の説明と今後の対応について協議しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表 損益計算書

科目 １月度 ２月度 ３月度 ４月度 ５月度 ６月度 ７月度 ・・・・

　　売上高

　　その他売上

　総売上高

　売上原価

売上総利益

　　（粗利益率）

 人件費計

 広告販促費

 旅費交通費

 通信費

 不動産賃借料

 減価償却費

 研究開発費

 支払手数料

一般管理費

販売及び一般管理費合計

営業利益

営業外収入計

支払利息

営業外費用計

経常利益

税引前利益

税引後利益

月次損益計算書
上期計 下期計通期計
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労働組合と締結する「休業協定書」などに必要な記載事項 

「休業協定書」には次の(1)～(3)(8)、「教育訓練協定書」又は「休業等協定書」（休業と教育訓練の両方に

関する協定書）には(1)～(8)の全部について記載する必要があります。 
 
(1) 休業・教育訓練の実施予定時期・日数等 

休業・教育訓練を実施する予定の時期（始期及び終期）、及びその間の休業・教育訓練の別の日数等 
 

(2)休業 ・教育訓練の時間数 

休業の場合は原則として一日の所定労働時間（又はその時間に対応する始業時刻と終業時刻。教育訓

練の場合は一日の訓練時間（又はその時間に対応する訓練開始時刻と終了時刻）。時間数が複数にわたる

場合は別紙としてもよい。労働者１人当たりの時間数や、全労働者の延べ時間数の予定がある場合は付

記する。 
 

(3) 休業・教育訓練の対象となる労働者の範囲及び人数 

休業・教育訓練の期間内において当該休業・教育訓練を実施する部門、工場等の別、及びそれぞれの

部門等において休業・教育訓練の対象となる労働者の人数（確定していればその確定数、未確定であれ

ばその概数） 
 

(4) 教育訓練の主体 

雇用調整を行う事業主自体が行う（外部講師を活用する場合を含む） 
「事業所内訓練」か、外部訓練機関へ委託して行う「事業所外訓練」かがわかるように記載する。 

 
(5) 教育訓練の内容 

当該教育訓練（研修）の科目又はカリキュラム、及び学科・実技の別 
 

(6) 教育訓練の実施施設 

実際に教育訓練を行う訓練施設や会議室等を特定できるように記載する。特に事業所の外にある場合

はその名称及び所在地を記載する。 
 

(7) 教育訓練の指導員（講師）の所属・役職・氏名 

 

(8) 休業手当の額又は教育訓練中の賃金の額の算定基準 

（注：休業手当の額が、労働基準法第２６条（平均賃金の６割以上）に違反していないものであること

が必要。また教育訓練中の賃金額を通常の賃金の 100 ％未満とする場合は、労働契約又は就業規則

において支給割合等の規定を行うものとする。） 
 

★ 生活を守るためにも不足分は会社が補填し、休業補償は 100％にしましょう。   
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休業協定書(例) 
○○工業株式会社と○○工業労働組合は、休業の実施に関し下記のとおり協定する。 

 

記 

 
１．休業の実施予定時期等 

休業は、令和○年○月○日から令和○年○月○日までの○カ月間において、これらの日を含め○日

間実施する。 

ただしそのうち○日間は短時間休業とする。 

２．休業の時間数 

休業は、始業時刻（9時 00分）から終業時刻（17時 00分）までの間行う。 

ただし短時間休業の場合、この時間帯のうち４時間行う。 

３．休業の対象者 

休業の対象者は全従業員とし、休業実施日においてはそのうち概ね○人をできる限り輪番によって

休業させるものとする。 

ただし短時間休業の場合は全従業員を一斉に休業させる。 

４．休業手当の額の算定基準 

休業中は、1日当たり、次の(1)によって算定した額の○％相当額の休業手当を支給する。 

ただし短時間休業の場合、1時間当たり、次の(2)によって算定した額の同率相当額の休業手当を支

給する。 

なお賃金には○○手当と○○手当を含むものとする。 

(1)１日当たりの賃金額の算定方法 

イ．月ごとに支払う賃金その月額÷１月の所定労働日数 

ロ．日ごとに支払う賃金その日額 

ハ．時間ごとに支払う賃金その時間額×１日の所定労働時間数 

(2)１時間当たりの賃金額の算定方法 

イ．月ごとに支払う賃金その月額÷１月の所定労働日数÷１日の所定労働時間数 

ロ．日ごとに支払う賃金その日額÷１日の所定労働時間数 

ハ．時間ごとに支払う賃金その時間額 

５．雑則 

この協定は令和○年○月○日に発効し、令和○年○月○日に失効する。 

以 上 

 

令和○年○月○日 

○○工業株式会社 

代表取締役 ○○○○ 印 

 

○○工業労働組合 

執行委員長 ○○○○ 印 
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教育訓練協定書（例） 
○○工業株式会社と○○工業労働組合とは、事業活動の縮小に伴う教育訓練の実施に関し下記のとお

り協定する。 

記 

１．教育訓練の実施予定時期等 

教育訓練は、令和○年○月○日から令和○年○月○日までの○カ月間において、これらの日を含め○

日間実施する。 

ただしそのうち○日間は半日訓練とする。 

２．教育訓練の時間数 

教育訓練は、始業時刻（9時00分）から終業時刻（17時00分）までの間行う。 

ただし半日訓練の場合、この時間帯のうち４時間行う。 

なお従業員1人当たりの教育訓練時間は○時間とする。 

３．教育訓練の対象者 

教育訓練の対象者は○○部門に所属する従業員とし、教育訓練実施日においてはそのうち概ね○人に

受講させるものとする。 

４．教育訓練の実施主体 

教育訓練は、△△教育サービス株式会社に委託して行う。 

５．教育訓練の内容 

教育訓練の内容は、○○技能向上訓練及び製品の品質管理の専門知識の付与とする。（カリキュラム

は別紙のとおり） 

６．教育訓練の実施施設 

教育訓練は、△△教育サービス株式会社○○研修所（○○県○○市○○町○-○-○）内で実施する。 

７．教育訓練の指導員（講師） 

教育訓練の講師は、△△教育サービス株式会社所属の主任指導員○○○○その他別紙に掲げる指導員

が担当する。 

８．教育訓練中の賃金額の算定基準 

教育訓練中は、１日当たり、次の(1)によって算定した額の100％相当額の賃金を支給する。ただし半

日訓練の場合、１時間当たり、次の(2)によって算定した額の100％相当額の賃金を支給する。 

なお賃金には○○手当と○○手当を含むものとする。 

(1)１日当たりの賃金額の算定方法 

イ．月ごとに支払う賃金その月額÷１月の所定労働日数 

ロ．日ごとに支払う賃金その日額 

ハ．時間ごとに支払う賃金その時間額×１日の所定労働時間数 

(2)１時間当たりの賃金額の算定方法 

イ．月ごとに支払う賃金その月額÷１月の所定労働日数÷１日の所定労働時間数 

ロ．日ごとに支払う賃金その日額÷１日の所定労働時間数 

ハ．時間ごとに支払う賃金その時間額 

９．雑則 

この協定は令和○年○月○日に発効し、令和○年○月○日に失効する。 

 
令和○年○月○日 

 
                        ○○工業株式会社 

代表取締役 ○○○○   印 

○○工業労働組合 
執行委員長 ○○○○   印 
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○ 休業手当（労働基準法第26条） 

使用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、使用者は、休業期間中当該労働者に、その平

均賃金の100分の60以上の手当を支払わなければならない。 

 

○ 平均賃金の算定（労働基準法第12条） 

平均賃金とは、労基法12条に基づき、労働者ごとに算出される金額のことをいいます。労基法12条は、

この平均賃金の定義および算定方法について規定しています。この平均賃金は、①解雇予告手当（労基法20

条）、休業手当（同26条）、年次有給休暇取得日の賃金（同39条）、業務上疾病、死亡等の場合の災害補償

（休業補償（同76条）、障害補償（同77条）、遺族補償（同79条）、葬祭料（同80条）、打ち切り補償（同

81条）、分割補償（同82条））、減給の制裁の制限額（同91条）の算定に用います。 

平均賃金は、その労働者に支払われた過去の額から、得られるであろう賃金の１日当たりの額を算定

し、これを支給することに等によって労働者を保護しようとするものであり、「算定すべき事由の発生した

日の以前３か月間にその労働者に対し支払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除した金額」です。

「３か月」とは、暦日の３か月で、賃金締切日があるときは直前の賃金締切日から起算します。 

平均賃金（原則）＝算定事由発生日前３か月間の賃金総額 ÷ 算定事由発生日以前３か月間の総日数 

 

なお賃金が時給・日給・請負給で上記の計算式で計算した金額が、以下の式で計算した額を下回る場合

は、以下の式で計算された額が平均賃金になります。 

時給・日給・請負給の場合の最低保証額 

平均賃金＝ 

算定事由発生日前３か月間の賃金総額 ÷ 算定事由発生日以前３か月間の実働日数×100分の60 

これらの賃金の総額の中には、時間外・休日労働の割増賃金、通勤手当、家族手当なども含まれます

が、①臨時に支払われた賃金、②３か月を超える期間ごとに支払われる賃金、③通貨以外のもので支払われ

た賃金で一定の範囲に属しないものは含まれません。 

 

平均賃金を算定するための賃金総額から除外するもの 

平均賃金の算定の基礎から除外 

臨時に支払われた賃金（結婚手当、私傷病手当など） 

３か月を超える期間ごとに支払われる賃金（年３回までの賞与など） 

通貨以外で一定の範囲に属さないもの（法令、労働協約によらない現物給与） 

また、業務上負傷し又疾病にかかり療養のために休業した期間、産前産後休業、使用者の責めに帰すべ

き事由により休業した期間、育児休業期間、介護休業期間、試用期間がある場合は、その日数及びその期間

中の賃金は、その期間の総日数及び賃金の総額から控除して計算します。 

 

○ 支給限度日数 

雇用調整助成金を受けることができる支給限度日数は、１年間で100日分、３年で150日分が上限です。 

ただし、緊急対応期間中に実施した休業は、この支給限度日数には含めません。 
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○ 平均賃金の計算例 

 

※この計算例は、休業協定書を締結する際の最低基準となります。実際に締結する際には、この計算

例を上回る内容で協定して下さい。 

 

分 分 分 氏名

日 日 日 日

172 時間 188 時間 188 時間 548 時間

0 時間 0 時間 0 時間 0 時間

12 時間 20 時間 20 時間 52 時間

0 時間 0 時間 0 時間 0 時間

円 円 円 円

　　家族　　手当

　　　　　　手当 性別

29,856円

小　計

総日数

休業期間

５日
＝

休
　
業
　
手
　
当

平均賃金

※銭未満は切り捨て

平均賃金
平
 

均
 

賃
 

金

　①　905,700円

　②　  91日

＝ ③　9,952円

③　9,952円
×

乗率

60%
×

休業手当

賃
　
金
　
台
　
帳

　住宅　　手当

　通勤　　手当

31日 31日 29日

291,900 306,900

11,000

10,000

　②　  91日

11,000

10,000

8,400

306,900

33,000

30,000

25,200

　①　905,700

11,000

10,000

8,400

97,500

計

21 21 62

720,000240,000 240,000

2/21～3/20

240,000

22,500 37,500 37,500

深 夜 労 働 時 間 数

手
　
当

12/21～1/20

20

1/21～2/20

基 本 賃 金

所定時間外割増賃金

賃 金 計 算 期 間

労 働 日 数

労 働 時 間 数

休 日 労 働 時 間 数

早 出 残 業 時 間 数

8,400
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【日本労働弁護団・新型コロナウイルス労働問題、Ver３ 2020年６月４日】 

Ｑ 会社が休業措置を取ったことに対して、休業補償の支払を求めましたが、会社が資金に余裕がない

と言って、60％分の休業手当すら支払ってくれません。 

 

Ａ 会社には、休業手当のかなりの部分を国が助成する雇用調整助成金の活用を求め、少なくとも労働

基準法26条に基づく休業手当の支払いを行うよう求めましょう。  

まず、緊急事態宣言下での休業であったとしても、会社に対して100％の賃金の支払いを求めること

ができること（民法536条2項）、また、会社には少なくとも労働基準法26条に基づく休業手当の支払義

務があります。この休業手当は義務違反に対する刑事罰（労基法120条1号）をもって支払いが強制され

ており、労働者の生活保障の点からも、会社は労働者に対する休業手当の支払いを免れることはできま

せん。 

それでもなお、会社が売上の低下など経営上の理由で休業手当の支払を拒むのであれば、会社に、一

定の要件の下で国から「雇用調整助成金」（雇用保険法62条1項、雇用保険法施行規則102条の3）を受給

できること、新型コロナ対策として受給要件が緩和され、受給金額も拡充されていることを説明し、雇

用調整助成金を活用しての休業手当の支払いを交渉しましょう。 

雇用調整助成金は、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、雇用維持を図る

ための休業に要した費用を助成する制度です。この助成金は、直接労働者に対してではなく、休業手当

を支払った事業者に支払われるものですが、売上の低下等により資金繰りにあえぐ会社にとっては、労

働者に支払った休業手当の相当部分が国から助成されるので、使用者には大きなメリットがあります。

是非、使用者に積極的な活用を求めましょう。 

 

○ 一時帰休と年次有給休暇の取得 

休業協定の支給率（例えば70％の場合）が低い場合に、一時帰休の設定日に年次有給休暇を取得するケ

ースがあります。 

⇒一時帰休時の休業協定による支給率は労使が決めたことです。会社は従業員の生活を守るため休業手

当を支給しており、年次有給休暇の取得は、雇調金が受給できないだけではなく会社が休暇日の賃金

全額負担（全額持ち出し）となるため、結果として会社の体力を弱め雇用を守れない事態が発生する

恐れもあります。また、労使協定事項に従わない組合員に対し、会社は労働組合の統制力・指導力の

不信感を抱き、労使関係の悪化を招きかねません。 

 

○ 新型コロナ対応休業支援金  ※51ページ以降にリーフレットを添付しています。 

休業手当を受け取っていない中小企業労働者へ直接給付されます。企業が休業手当を支払っていない証

明を発行し、労働者が申請を行います。この制度は休業手当を受け取ることができなかった労働者の救済措

置として設けられたものであり、新型コロナウイルス感染症の影響で休業させた場合、労働基準法第26条に

該当し使用者には休業手当を支払う義務が生じるため、雇用調整助成金での対応を第一に考えてください。 

休業手当支給率が６割だった場合に、休業支援金（８割保障）を組合員が求めた場合等は、労使協定に

おける支給率引き上げで対応（雇調金受給で100％支給をめざすこと）することが必要です。 

Ｑ＆Ａ 
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○ 教育訓練（雇用調整助成金の特例拡充） 

新型コロナウイルスの影響に伴う特例の拡充により、緊急対応期間内では、通常の雇用調整助成金では

助成対象外となる、以下のような教育訓練が支給対象となります。 

・自宅などで行う学習形態の訓練 

（片方向受講・双方向受講いずれも可。サテライトオフィスなどでの受講も認められます。） 

・職業、職務の種類を問わず、職業人として共通して必要となる訓練 

（例：接遇・マナー研修、パワハラ・セクハラ研修、メンタルヘルス研修） 

・繰り返しの教育訓練が必要なものについて、過去に行った教育訓練を同一の労働者に実施する訓練 

（※同一の対象期間における再訓練は認められません。） 

・その企業において通常の教育カリキュラムに位置づけられている訓練 

（自宅などで実施するなど、通常と異なる形態で実施する場合に限ります。） 

・自社職員である指導員による訓練 

（当該指導員が一般的に教育的立場にあり、一定程度の知識、実務経験を有すること、および自宅など

でインターネットなどを用いた双方向での訓練を実施するなど、通常と異なる形態で実施することが

必要です。） 

・教育訓練実施日は就労不可でしたが、半日訓練半日就業が可能になります。 

 【具体的な活用例】 

 〇 タクシー運転手や宿泊業の労働者に対する、業務上必要な教養以上の英会話研修 

 〇 新入社員に対して、自宅でインターネッﾄを活用する形で実施する新人研修 

 

 

 

 

１ Ｑ 助成対象となる教育訓練とは、どのようなものを指すのですか。 

Ａ 助成対象となる教育訓練は、職業に関する知識、技能、技術の習得や向上を目的とするものであ

ることが必要です。 

２ Ｑ 片方向研修、双方向研修とはどのような研修でしょうか。 

Ａ 片方向研修：テレビのように、講師が一方的に情報を発信する研修を指します。 

  双方向研修：講師と受講生が互いにコミュニケーションが行える研修を指します。 

３ Ｑ 半日訓練とはどのような訓練でしょうか。 

  Ａ ３時間～１日の所定労働時間未満の教育訓練を指します。 

４ Ｑ 加算額は教育訓練の時間及び日数により変わるのでしょうか。 

Ａ 加算額は、助成金の対象となる教育訓練の日数（半日訓練の場合は 0.5 日)に 1,800 円（中小企

業は 2,400円）を乗じた額となります。 

５ Ｑ 教育訓練の内容を提出する必要はありますか。 

Ａ 実施主体※、対象者、科目、カリキュラムおよび期間を確認できる書類が必要です。また、実施

後に各受講者の受講を証明する書類（受講者レポートなど）提出していただきます。（※実施主

体：事業主、研修講師など） 

６ Ｑ 半日訓練を 2度実施した場合は、１日として数えるのでしょうか。 

Ａ 2度半日訓練を実施した結果、１日の所定労働時間に達した場合は１日として数えます。 

 

  

Ｑ＆Ａ 
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○ 教育訓練（通常の場合） 

雇用調整助成金の対象となる「教育訓練」は次の①～⑥のすべてを満たす必要があります。 
① 労使間の協定によるものであること。 
② 事業主が自ら指定した対象期間内（１年間）に行われるものであること。 
③ 判定基礎期間における対象労働者に係る休業又は教育訓練の実施日の延日数が、対象労働者に係る所

定労働延日数の 1／20 大企業の場合は 1／15 ）以上となるものであること（休業等規模要件） 
④ 職業に関連する知識、技術を習得させ、または向上させることを目的とする教育、訓練、講習等であ

って（下記※を参照、かつ、受講者を当該受講日に業務（本助成金の対象となる教育訓練を除く）に就

かせないものであること。 
⑤ 所定労働日の所定労働時間内において実施されるものであること。 
⑥ 次のアまたはイに該当するものであること。 
ア 事業所内訓練 
事業主が自ら実施するものであって、生産ラインまたは就労の場における通常の生産活動と区別して、

受講する対象労働者（以下「受講者」という）の所定労働時間の全日または半日（３時間以上で所定

労働時間未満）にわたり行われるものであること。 
イ 事業所外訓練 
教育訓練の実施主体が助成金を受けようとする事業主以外であって、受講者の所定労働時間の全１日

または半日（３時間以上で所定労働時間未満 にわたり行われるもの）であること。 
 
以下のような教育訓練は 助成金の対象とはなりません。 

(1) 職業に関する知識、技能または技術の習得または向上を目的としないもの。 

（例：意識改革研修、モラル向上研修、寺社での座禅 等） 

(2) 職業または職務の種類を問わず、職業人として共通して必要となるもの。 

（例：接遇・マナー講習、パワハラ・セクハラ研修、メンタルヘルス研修 等） 

(3) 趣味・教養を身につけることを目的とするもの。 

（例：日常会話程度の語学の習得のみを目的とする講習、話し方教室 等） 

(4) 実施目的が訓練に直接関連しない内容のもの。（例：講演会、研究発表会、学会 等） 

(5) 通常の事業活動として遂行されることが適切なもの。 

（例：自社の商品知識研修、ＱＣサークル 等） 

(6) 当該企業において通常の教育カリキュラムに位置づけられているもの。 

（例：入社時研修、新任管理職研修、中堅職員研修、ＯＪＴ 等） 

(7) 法令で義務づけられているもの。（例：労働安全衛生法関係 等） 

(8) 事業所内で実施する訓練の場合（上記⑤ア参照）で、通常の生産ラインにて実施するものなど通常

の生産活動と区別がつかないものまたは教育訓練過程で生産されたものを販売するもの。 

(9) 教育訓練科目、職種等の内容に関する知識または技能、実務経験、経歴を有する指導員または講師

（資格の有無は問わない）により行われないもの。 

(10) 講師が不在のまま自習（ビデオ等の視聴を含む。）を行うもの。 

(11) 転職や再就職の準備のためのもの。 

(12) 過去に行った教育訓練を、同一の労働者に実施するもの。 

(13) 海外で行われるもの。 

(14) 外国人技能実習生に対して実施するもの。 
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事業所内訓練を行う際の留意点 

事業所内訓練を実施する場合には、次のようなポイントに気をつけて、実施する必要があります。 
 
① 教育訓練内容の決定（カリキュラムの作成） 

教育訓練科目の内容、対象者、到達目標等を具体的に決め、到達目標に見合った教育訓練技法による

カリキュラムを作成してください。教育訓練の内容に無理はないか、また十分な効果を得られる内容に

なっているか気をつけてください。 
 

② 教育訓練期間の設定 

期間は訓練の内容、対象者のレベルにより、余裕を持たせることが必要です。また、１日３時間に満

たない教育訓練は期間が短すぎるため、労働者に職業上の能力を付与するという意味から適当とはいえ

ません。 
 

③ 講師の選定・場所の選定等 

内部講師を利用した教育訓練は、訓練対象者との間に一体感が生まれやすく、訓練後のフォローアッ

プも行いやすいというメリットがありますが、専門的な知識を有した外部講師により教育訓練を実施す

ることも大きなメリットがあります。 

自社内で会議室・研修室のない場合や適切な講師がいない場合は、（独）高齢・障害・求職者雇用支

援機構（都道府県職業訓練支援センター等）や各都道府県の公共職業能力開発施設、職業能力開発サー

ビスセンター等において個別企業の相談を受け付けており、講師派遣や場所の提供を行っているところ

もあります。 

 

④ 訓練後のフォローアップ 

 教育訓練実施後は、研修効果を定着させ、事業所の生産性の向上に役立つよう、その効果の測定等を

行ってください。 また、受講者にレポート等を作成させるようにしてください。 

支給申請時には、各受講者が訓練を受けたことを証明するため、こうしたレポート等の提出が必須です。 
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事業所外訓練を行う際の留意点 

事業所内訓練を実施するのが困難な場合または実施したい教育訓練の内容に合致した講師の選定等

が難しい場合、公共職業能力開発施設、各種学校等を活用して教育訓練を行うほか、外部の教育訓練機

関に実施を委託する方法があります。 
特に公共職業能力開発施設を活用して事業所外訓練を効果的に進めるには、次のようなポイントに

気をつけて行う必要があります。 
 

① 情報収集 

教育訓練の目的を明確にし、目的にあった外部の教育訓練機関が実施する教育訓練内容等について

情報収集を行う。なお、外部の教育訓練機関の情報は、各都道府県職業能力開発主管課、（独）高齢・

障害・求職者雇用支援機構（都道府県職業訓練支援センター等）で入手可能です。 
 

② 内容の決定 

公共職業能力開発施設の活用に当たっては、教育訓練を実施しようとする目的、内容、受講対象者等

の要素に照らし合わせて、既存の設定されたコースの受講の申込を行うほか、既存のコースに希望する

内容のものがないときは、カリキュラムや教材の選定を含めて新たな 訓練内容を委託するなど、以下

のように事業所のニーズに応じた形で活用することができます。 
・新たに訓練コースを設定してもらい受講する。 
・訓練指導員の派遣を求める。 
・訓練実施場所の提供を受ける。 
・カリキュラムの作成、教材の選定を相談する。 
 
③ 訓練後のフォローアップ 

教育訓練実施後は、研修効果を定着させ、事業所の生産性の向上に役立つよう、その効果の測定等を

行ってください。 
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２ 支給の対象となる期間と日数 

支給の対象となる期間と日数は、次の通りです。 
 

(１) 対象期間 

本助成金は、１年の期間内に実施した休業について支給対象となりますが、この１年の期間を「対象期間」

といいます。 
休業を行う場合は、本助成金を受給しようとする事業主が指定することができます（例えば、休業の初日

から１年間や暦月（１日から月末まで）で 12 ヶ月分など）。 
 

(２) 判定基礎期間 

休業を行う場合、原則として対象期間内の実績を１ヶ月単位で判定し、それに基づいて支給がなされます。

この休業の実績を判定する１ヶ月単位の期間を「判定基礎期間」といいます。 
「判定基礎期間」は原則として、毎月の賃金の締め切り日の翌日から、その次の締め切り日までの期間で

す。ただし、毎月の賃金の締め切り日が特定されない場合などは暦月とします。 
（例） 

賃金の締め切り日：毎月末日 
→ 判定基礎期間（休業実績を判定する１ヶ月間）：〇月１日～〇月 30 日（31 日） 
 

(３) 支給対象期間 

本助成金は、通常は毎月の「判定基礎期間」ごとに支給申請をします。このとき支給申請する判定基礎期

間を「支給対象期間」といいます。複数の 判定基礎期間 （複数月を同時に申請することもできますが、そ

の場合でも、休業の実績一覧表などは、毎月の判定基礎期間ごとに作成・提出する必要があります。 
 

(４) 支給限度日数 

本助成金を受けることができる支給限度日数は、１年間で 100 日分、３年で 150 日分が上限です。 
ただし、緊急対応期間中に実施した休業は、この支給限度日数には含めません。 

 
※ 支給日数の計算方法 

この場合の支給日数の計算において、休業を実施した労働者が１人でもいた日を「１日」とカウントする

のではなく、休業の延べ日数を、休業を実施する事業所の労働者のうち本助成金の対象となりうる「対象労

働者」の人数で除して得た日数を用います。 
（例） 
事業所における対象労働者 10 人、うち６人が５日ずつ休業 
→ ６人×休業５日 ＝ 30 人日／事業所全体 10 人 ＝ 支給日数３日（残り 97 日） 
と数えます。 
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３ 支給対象となる休業 

支給対象となる休業は、(１)の「対象労働者」に対して実施した(２)に該当する休業です。 
 

(１) 対象労働者 

本助成金の「対象労働者」は、上記１の「支給の対象となる事業主」に雇用されている雇用保険被保険者

（次の①、②を除く）です。ただし、雇用保険被保険者以外の方は、要件を満たした場合「緊急雇用安定助

成金」の支給対象となります。 
① 解雇を予告されている方、退職願を提出した方、事業主による退職勧奨に応じた方 
（ただし、解雇予告された日や退職願を提出した日までは対象労働者となります） 
（解雇や退職の翌日から安定した職業に就職することが決定している方は対象になります） 
② 日雇労働被保険者 
※他の助成金 等の支給対象となる方が、雇用調整助成金の支給対象の場合は 、いずれか一方の助成金し

か受けることができません。 
 
(２) 休業 

本助成金の対象となる「休業」は次の①～⑥のすべてを満たす必要があります。 
① 労使間の協定による実施されるものであること。 
② 事業主が自ら指定した対象期間内（１年間）に行われるものであること。 
③ 判定基礎期間における対象労働者に係る休業の実施日の延日数が、対象労働者に係る所定労働延日数

の 1／40（ 大企業の場合は 1／30 ）以上となるものであること （休業等規模要件 。） 
④ 休業期間中の休業手当の額が、労働基準法第 26 条の規定（平均６割以上）に違反していないものであ

ること。（注：休業手当の額は平均賃金の６割以上とする必要があります） 
⑤ 所定労働日の所定労働時間内において実施されるものであること 
⑥ 所定労働日の全日（丸１日）にわたる休業、または所定労働時間内に部署・部門や職種、役職、担当、

勤務体制、シフトなどにより行われる１時間以上の短時間休業、または事業所一斉に行われる１時間以

上の短時間休業であること。 

短時間休業について 

○ 緊急対応期間中は、次のような短時間休業も支給対象となります。 

① 立地が独立した部門ごとの短時間休業（部署・部門ごとの休業） 

例）客数の落ち込んだ店舗のみの短時間休業、製造ラインごとの短時間休業 

② 常時配置が必要な者を除いた短時間休業（職種・仕事の種類ごとの休業） 

例）ホテルの施設管理者等を除いた従業員の短時間休業 

③ 同じ勤務シフトの労働者が同じ時間帯に行う短時間休業（勤務体制ごとの短時間休業） 

例）８時間３交替制を６時間４交代制にして２時間分を短時間休業 

※なお、①～③以外でも、これらの考え方と同じような短時間休業も支給対象となります。 
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４ 助成額 

助成額は、①×②に休業した延べ日数を乗じて算出します。１人１日当たりの上限額は 15,000 円です。 
① 休業を実施した場合に支払った休業手当に相当する額（※１） 
② 助成率 （中小企業：𝟒𝟒／𝟓𝟓 大企業：𝟐𝟐／𝟑𝟑 ）（※２） 

ただし、解雇等を行わず雇用維持を行う場合 （中小企業：𝟏𝟏𝟏𝟏／𝟏𝟏𝟏𝟏 大企業：𝟑𝟑／𝟒𝟒 ） 
※１ 次の①から③までのいずれかの方法で計算します。 
① 前年度１年間における雇用保険料の算定基礎となる賃金総額を、前年度１年間における１か月平均

の雇用保険被保険者数及び年間所定労働日数で割った額に、休業手当の支払い率をかけた額 
② 判定基礎期間の初日が属する年度または前年度の任意の月に提出した給与所得・退職所得等の所得

税徴収高計算書の支給額を人員及び月間所定労働日数で割った額に、休業手当の支払い率をかけた額 
（この方法で計算した場合は、使用した所得税徴収高計算書を添付してください） 
③ 小規模事業主（従 業員がおおむね 20 人以下）の場合は、実際に支払う休業手当の総額 
※２ 緊急対応期間を１日でも含む判定基礎期間の場合の助成率です。 

 

追加支給 

〇 ６月 12日付の特例措置により、助成金の「上限額の引き上げ」と「助成率の拡充」を令和２年４月

１日から適用するため、既に支給決定を行っている事業主などに対して、追加の助成額をお支払しま

す。 

① 支給申請はお済みでまだ支給決定されていない事業主の方 

・ 追加支給の手続きは「不要」です 。 

・ 差額（追加支給分）も含めて支給します。 

※ 審査の状況によっては、差額（追加支給分）を令和２年７月以降順次お支払いする場合があります。 

② すでに支給決定された事業主の方 

・ 追加支給の手続きは「不要」です。 

・ すでに支給した額との差額（追加支給分）は後日支給します 。差額（追加支給分）は令和２年７月

以降に順次 お支払します 。 

③ 支給申請がお済みの事業主の方で、過去の休業手当を見直し（増額し）、従業員に対し、追加で休業

手当の増額分を支給した事業主の方 

・ 追加支給の手続きが「必要」です。 

・ 令和２年９月 30日までに次の書類をご提出ください 。 

「再申請書（様式）」、「支給要件確認申立書（様式）」、「支給決定通知書の写し」、「増額した休業手当・

賃金の額がわかる書類」、「休業させた日や時間がわかる書類（対象労働者を増やした場合）」 
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５．支給申請 （支給申請に必要な書類（休業）・5/19 から計画届は提出不要となりました） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

備考

① 様式新特第４号
雇用調整事業所の事業活動の状況に
関する申出書

【添付書類】
月ごとの売上などがわかる書類
※売上簿や収入簿、レジの月次集計など
（既存書類の写しで可）

② 様式新特第６号 支給要件確認申立書・役員等一覧 役員名簿を添付した場合は役員等一覧の記入は不要

③ 様式新特第９号 休業・教育訓練実績一覧表 自動計算機能付き様式

④ 様式新特第８号 助成額算定書
自動計算機能付き様式
（※所得税徴収高計算書を用いる場合は、当該計算書
　　を添付）

⑤ 様式新特第７号 （休業等）支給申請書 自動計算機能付き様式

⑥ 確認書類① 休業協定書

【添付書類】
（労働組合がある場合）組合員名簿
（労働組合がない場合）労働者代表選任書（※）
※実績一覧表に署名または記名・押印があれば省略可

⑦ 確認書類② 事業所の状況に関する書類

事業所の従業員数や資本金がわかる書類
※既存の労働者名簿及び役員名簿で可
※中小企業の人数要件を満たす場合、資本金がわかる
　書類は不要

⑧ 確認書類③ 労働・休日の実績に関する書類
休業させた日や時間がわかる書類
※出勤簿、タイムカード、の写しなど
（手書きのシフト表などでも可）

⑨ 確認書類④ 休業手当・賃金の実績に関する書類
休業手当や賃金の額がわかる書類
※賃金台帳や給与明細の写しなど

書類名

※　①、⑥、⑦は２回目以降の提出は不要（ただし、⑥は失効した場合、改めて提出が必要）

※　小規模事業主（従業員がおおむね２０人以下）の方は、「小規模事業主向け　雇用調整助
　　成金マニュアル」で申請に必要な書類をご確認ください。

このほか、審査に必要な書類の提出をお願いする場合があります。
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ア ｢雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書｣の添付書類 

① 生産指標の確認のための書類 

最近１か月分及び１年前の同じ月など比較した月の売上高、生産高又は出荷高などを確認できる

書類 

既存の「売上簿」「営業収入簿」「会計システムの帳票」など。写しでも可。 

イ 確認書類①（休業協定書） 

① 休業等の実施について労働組合等との間で締結した協定書 

休業を実施する場合は「休業協定書」。次ページに示す事項が記載されていることが必要。 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響で、労働組合等との協定を締結することが困難である事業主

は、労働組合等との確約書等でも代替可能です。 

② 労働者代表の確認のための書類 

労働組合等との協定書に署名または記名押印した労働組合等の代表が、当該事業所における労働

者の過半数を代表する者であることを確認するための次の書類。 

(ｱ) 労働組合がある場合 

組合員数を確認できる「組合員名簿」などの書類 

(ｲ) 労働組合がない場合 

「労働者代表選任書」 

なお、様式特第９号「休業・教育訓練実績一覧表（新型コロナウイルス感染症関係）」に協定を

締結した労働者代表の署名または記名・押印があれば省略することが可能です。 

ウ 確認書類②（事業所の状況に関する書類） 

① 事業所が中小企業に該当しているか否かの確認等のための書類 

常時雇用する労働者の人数を確認できる「労働者名簿」及び「役員名簿」などの書類 

エ 確認書類③（労働・休日の実績に関する書類） 

① 労働日・休日及び休業の実績の確認のための書類 

a 各対象労働者の労働日・休日及び休業の実績が明確に区分され、日ごと又は時間ごとに確認で

きる「出勤簿」「タイムカード」などの書類 

b シフト制、交替制又は変形労働時間制をとっている場合は、労働者ごとの具体的な労働日・休日

がわかる「勤務カレンダー」「シフト表」などの書類 

オ 確認書類④（休業手当・賃金の実績に関する書類） 

① 休業手当・賃金及び労働時間の確認のための書類 

休業期間中の休業手当として支払われた賃金の実績が確認できる「賃金台帳」「給与明細書」など

の書類（判定基礎期間を含め前４か月分（賃金や手当の支払い方法が協定に定める方法と相違ない

と確認できる場合は１か月分）） 

なお、休業日に支払われた休業手当と、通常の労働日（時間）に支払われた賃金・手当等とが明

確に区分されて表示されていることが必要ですが、休業手当等の額と賃金の額が同額である場合は、

休業手当等の額が区分されていなくてもかまいません。 
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① 様式新特第４号・雇用調整事業の事業活動の状況に関する申出書 
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１ この申出書は、新型コロナウイルス感染症の影響による需要（受注量、客数等）の減少等により事業活動

が縮小した事業所の事業主が、初回の休業等実施計画（変更）届又は出向実施計画（変更）届を提出すると

きに併せて提出してください。 

 

２ Ａ欄及びＢ欄には、月間売上高又は生産量等を記入してください。ただし、売上高以外のときは、当該事

業所の事業活動を示す指標（生産量・販売額等）を括弧内に記入し、それにより算定した数値を記入してく

ださい。 

 

３ Ａ欄には、初回の判定基礎期間（複数の判定基礎期間がある場合にはいずれかの判定基礎期間）の初日が

属する月（以下「判定月」という。）又は判定月の前月若しくは判定月の前々月のいずれかの月の数値を記

入してください。 

 

４ Ｂ欄はＡ欄の記入に係る期間の前年同期のものの数値を記入してください（Ａ欄、Ｂ欄において、計算の

結果に端数が生じる場合、小数点第１位を四捨五入して下さい。）。なお、Ｂ欄については、以下のいずれ

かによることが出来ます。ただし、（２）については、前年同期のものの数値、又は（１）における比

較に用いる月が事業の立ち上げ期であったことと等により、これと直近の１か月の指標を比較しても、

要件を満たさない場合に限ります。 

（１）前々年同期１か月分（当該１か月の期間、雇用保険適用事業所であって労働者を雇用している場

合に限る。） 

（２）提出日の属する月の前々月から最近 1 年間において、比較月として用いることが適切だと認める

１か月（当該１か月の期間、雇用保険適用事業所であって労働者を雇用している場合に限る。） 

 

５ Ｃ欄は、小数点以下が生じても端数処理を行わないで下さい。 

 

６ この様式の提出に当たっては、Ａ欄からＣ欄の数値を証する書類（写）を添付し、その書類名を添付書類

欄に記載すること。 

 

７ 記述欄には、新型コロナウイルス感染症に伴う需要の減少等の状況について、具体的に、いつから影

響を受けたのか、事業内容、取引先名、新型コロナウイルス感染症の影響と事業の関係、その他必要な

事項等を具体的に記載してください。 
 

８ ※欄には、記入しないでください。 

 

 

 

申出書（裏面）注意書 
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Ａ、Ｂ欄は、１か月（暦月）の平均値 

例：休業開始の日……令和２年４月１日 

計画届の提出日…令和２年５月15日 

Ａ欄記入値……令和２年４月１日～４月30日（計画届の提出月の前月） 

Ｂ欄記入値……平成31年４月１日～４月30日（計画届の提出月の前年同月） 

 

※ Ａ、Ｂ欄に計算の結果端数が生じる場合は、小数点以下を四捨五入して下さい。 

Ｃ欄は小数点以下が生じても端数処理を行わず、小数点第１位までを記載して下さい。 

※ 初回の計画届提出後に決算処理等により生産量等の数値に変更があった場合には、実施計画の変更

届が必要です。 

※ 事業所設置から１年に満たない場合、または、前年同期に実質稼働していなかった場合には、令和

元年12月１日～令和元年12月31日の値と比較してください。 

※ 災害その他やむを得ない事情で前年同月を比較対象月にすることが適当でない場合は、前々年の平

成30年４月１日～平成30年４月30日の値と比較してください。 

 

 

売上高によりがたい場合は生産高等を括弧内に記入して生産実績表、 出荷伝票等の添付書類を併せて提

出してください。 

 

添付書類の例 

建 設 業……総合推移損益計算書、工事請負契約書等 

電気工事業……工事請負契約書等 

製 造 業……総勘定元帳、生産実績表、出荷伝票等 

運 送 業……出荷伝票等 

サービス業……損益計算書、総勘定元帳等 

※ 例示した書類以外にも提示を求めることがあります。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響との関わりについて、記載をお願いします。 

 

具体的な記載例 ① 

具体的な記載例 ② 
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② 様式新特６号・支給要件確認申立書（表面） 

様式新特６号 

支給要件確認申立書（雇用調整助成金）※表面 
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② 様式新特６号・支給要件確認申立書（裏面） 

 

支給要件確認申立書（雇用調整助成金）※裏面 
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１．この様式は必要事項を記載するとともに、該当箇所に「○」を付けて、支給申請にあわせて提出して

ください。「※１ 確認欄」は、労働局（安定所）が確認等の際に使用しますので記入しないでくださ

い。 

 

２．「１」の法人番号は、平成 27年 10月以降国税庁長官から本社等に通知された 13桁の番号を記入して

ください。 

 

３．「４」は、平成 31年３月 31日以前に申請した助成金について、不正受給による不支給決定又は支給決

定の取り消しを受けたことがある場合は、不支給決定日又は支給決定取消日から３年を経過するまで、

当該不正受給を行った適用事業所に係る申請を行うことはできません。なお、「不正受給」とは、偽り

その他不正の行為（詐欺、脅迫、贈賄等刑法（明治４０年法律第４５号）各本条に触れる行為のほか、

刑法上犯罪を構成するに至らない場合であっても、故意に支給申請書に虚偽の記載を行い又は偽りの

証明を行うこと。以下同じ。）により本来受けることのできない助成金の支給を受け、又は受けようと

することです。 

 

４．「５」は、平成 31年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について、不正受給による不支給決定又

は支給決定の取り消しを受けたことがある場合は、不支給決定日又は支給決定取消日から５年を経過

するまで、当該不正受給を行った事業主等（事業主若しくは事業主団体。以下同じ。）は申請を行うこ

とはできません。なお、支給決定取消日から５年を経過していても、不正受給に係る請求金を納付し

ていない場合（時効が完成している場合を除く）は、申請することはできません。 

 

５．「６」は、平成 31年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について、申請事業主等の役員等（事業

主等が個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等をいい、

役員名簿等に記載がある者。）に、他の事業主等の役員等として不正受給に関与した役員等がいる場合

は申請することができません。 

他の事業主等が平成 31 年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について、不正受給による不支

給決定又は支給決定の取り消しを受け、当該役員等が関与していた場合は、当該他の事業主等が不支

給決定日又は支給決定取消日から５年を経過していない場合や支給決定取消日から５年を経過して

いても、不正受給に係る請求金を納付していない場合（時効が完成している場合を除く）は、申請す

ることはできません。 

 

６．「７」は、本助成金の支給に係る事業所において、支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれか

の保険年度の労働保険料を納付していない場合（緊急対応期間において、当該滞納した労働保険料に

ついて、緊急対応期間終了後に納付することに承諾している場合を除く。）は申請することができま

せん。 

申立書・注意書 ① 
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７．「８」は、本助成金の支給に係る事業所において、支給申請日の前日から起算して過去１年において、

労働基準法等の労働関係法令の違反により送検処分を受けている場合（緊急対応期間において、本助

成金を受給した場合には、本来の不支給期間に加えて、「緊急対応期間中に雇用調整助成金を受給し

た期間」が不支給期間として令和２年７月１日に設定されることを承諾している場合を除く。）は申

請することができません。 

 

８．「9」及び「10」における「役員等」とは、事業主等が個人である場合はその者、法人である場合は役

員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与

している者をいいます。 

 

９．「11」における「倒産」とは、破産手続開始、再生手続開始、更生手続開始又は特別精算開始の申し立

てがされること等の事態をいいます。 

 

10．「12」における「公表」は、事業主等、代理人等、訓練を行う者（訓練の実施が要件となっている助成

金に限る。以下同じ。）が行った不正受給について、次の（１）から（５）までの事項を、記者発表

し、かつ、原則労働局のホームページに掲載することにより行います。 

（１）不正受給を行った事業主等の名称、代表者及び役員等（不正に関与した役員等に限る）の氏名 

（２）不正受給に係る事業所の名称、所在地及び事業概要 

（３）不正受給に係る助成金の名称、支給を取り消した日及び返還を命じた額及び返還状況 

（４）事業主等が行った不正の内容 

（５）代理人等が不正受給に関与していた場合は、事務所の名称（法人等の場合は法人等名を含む。）、

所在地、氏名及び不正の内容、訓練を行う者が不正受給に関与していた場合は、訓練を行う者の名

称（法人等の場合は法人等名を含む。）、所在地、代表者氏名及び不正の内容 

ホームページへの掲載は、不支給決定日又は支給決定取消日から起算して、５年が経過するまで

の期間行います。ただし、支給決定取消日から５年を経過していても、不正受給に係る請求金が納

付されていない場合（時効が完成している場合を除く）は納付の日まで期間を延長します。 

なお、平成 31年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について代理人等が不正受給に関与し

ていた場合は、不支給決定日又は支給決定取消日から起算して５年間は、雇用関係助成金に係る当

該代理人が行う申請又は当該社会保険労務士が行う提出代行・事務代理に基づく申請はできませ

ん。加えて、支給決定取消日から５年を経過しても、不正受給に係る請求金が納付されていない場

合（時効が完成している場合を除く）は、同様に申請はできません。 

また、平成 31年４月１日以降に計画届が提出される訓練（ただし、計画届がない場合は平成 31

年４月１日以降に開始される訓練）について、訓練を行う者が不正に関与していた場合、不支給決

定日又は支給決定取消日から起算して５年間は、当該訓練を行う者が実施した訓練について雇用

関係助成金の支給対象となりません。加えて、支給決定取消日から起算して５年を経過しても、不

正受給に係る請求金が納付されていない場合（時効が完成している場合を除く）は、同様に支給対

象となりません。 

上記（５）に関する不正事案については、厚生労働省ホームページでも掲載しますので、申請等

を委任する場合には、不正に関与した代理人ではないか、若しくは、不正に関与した訓練実施者で

はないかについてご確認ください。 

申立書・注意書 ② 



- 36 - 

 

 

 

 

  

 

 

11. 「13」における役員等とは、「６」と同様、事業主等が個人である場合はその者、法人である場合は役

員、団体である場合は代表者、理事等をいい、役員名簿等に記載がある者をいいます。 

 

12.「17」及び「19」が「はい」、もしくは、「18」及び「19」が「はい」であれば、上乗せ助成（４分の３

（中小企業事業主にあっては、10分の９））となります。 

 

13.「18」の特定の季節に繁忙期が到来するなどの理由や、一時的な受注増に対応したなどの理由がある場

合には、「はい」に○をしてください。 

 

14.「19」の解雇等とは、以下を指します。 

① 事業主に直接雇用される期間の定めのない労働契約を締結する労働者の場合、事業主都合による

解雇により離職をさせること 

② 事業主に直接雇用される期間の定めのある労働契約を締結する労働者の場合、解雇と見なされる

労働者の雇止め、事業主都合による中途契約解除となる離職をさせること 

③ 対象事業主の事業所に役務の提供を行っている派遣労働者の場合、契約期間満了前の事業主都合

による契約解除を行うことなお、以上については、コロナウイルス感染症を理由とする解雇も含み

ます。 

 

15.「20」は都道府県知事が行う要請（新型インフルエンザ等対策特別措置法等に基づく要請、その他法令

に基づかず、業種等を指定して明示的に要請したものを含む）により、休業又は営業時間の短縮を求

められた対象施設を運営している場合には「はい」に○をしてください。 

 

16.「21」は今回申請する判定基礎期間中にあって、「20」の協力要請期間中に１時間以上の休業等を実施

している場合には「はい」に○をしてください。 

 

17．「４」から「11」で「はい」に「○」を付けた場合は、助成金の支給を受けることはできません。また、

「12」から「16」で「いいえ」に「○」を付けた場合も、助成金の支給を受けることはできません。 

申立書・注意書 ③ 
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② 様式新特６号・支給要件確認申立書（別紙） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 38 - 

③ 様式新特９号・休業・教育訓練実績一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式新特第９号 休業・教育訓練実績一覧表（新型コロナウイルス関連）（R2.6）

判定基礎期間（休業等の初日～末日）

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

③ ④ ⑤ ⑥
月間所定 全休業 短時間休業 教育訓練
労働日数

― ― （日） （日） （日） （日）

⑦ ⑧ ⑨ ⑩

□

⑫短時間

休業

（⑨の合計／⑪）

（日）※

令和 年 月 日※

（名称）

事業主 ― ― ）

（氏名） 印

協定をした労働者代表※

（氏名） 印 枚目／ １枚目中

⑮教育訓練対象者数（人）※

（注）複数枚にわたる場合は、※欄は最終ページのみに記入。

（事業所番号

⑬休業・教育訓練対象者数（人） ※

⑭休業対象者（人）※

⑪代表的な１日の
所定労働時間

（時間）※

実績一覧表

○事業主及び協定をした労働者代表は、本表に記載した内容（③、⑦、⑪、⑫を除く）が労使協定に定めるところによった
ものであることを確認し、①の休業・教育訓練対象者については、解雇予告をされたこと、退職願を提出したこと、事業主
による退職勧奨に応じたこと、併給調整の対象となる助成金を受給していること等により対象とならない者が含まれてい
ないことを誓約します。
○また、事業主は、上記の実施状況の確認を公共職業安定所又は労働局が行う場合には協力し、上記について、偽り・
誤り、労働基準法に違反する取り扱いがないことを誓約します。

⑯技能実習生に教育訓練を行った場合、下記届出書を提出しているかご確認ください。

・外国人技能実習機構に「技能実習実施困難時届出書」を提出している。 ③～⑥の小計

合計※

1

休業・教育訓練対象者
②雇用保険

被保険者番号①氏名
（　　４桁 ６桁 １桁）

8

9

10

5

6

7

2

3

4

□ 休業

□ 教育訓練

【記入要領】

1 6

2

7
3

4 8

5 9

10

　対象者が多く複数枚にわたる場合は、①欄の左
側の通番を適宜11,12・・・と修正するととも
に、様式右下の｢　枚目／　枚中｣欄に記入して下
さい。また、※を付した欄（事業主及び協定をし
た労働者代表の記名押印又は署名の欄、⑦欄～⑩
欄の下段、及び⑪欄～⑮欄）の記入は最終ページ
のみで差し支えありません。

　判定基礎期間内に、対象者に転出入、被保険者
資格の喪失又は解雇の予告等があったときは、そ
の旨及びその事実の生じた年月日を、①欄に氏名
と併せて注記するとともに、当該対象者の③～⑥
欄については、その事実の生じた日まで（転入の
場合はその日の翌日から）の分についてのみ記入
し、それ以降（転入の場合はそれ以前）の日の分
は記入しないで下さ

　③欄～⑥欄には、次によってカウントした数値
を記入して下さい。③欄には判定基礎期間中の各
対象者ごとの所定労働日数（判定基礎期間の日数
-判定基礎期間中の所定休日数に相当）の合計④
欄には丸１日休業した日数の合計⑤欄には日ごと
の短時間休業の時間（３０分未満は切り捨て。
例：１時間40分→1.5）数の合計⑥欄には全日を
1.0日、半日を0.5日として算定した日数の合計

　⑦欄～⑩欄の上段には、同じページの③欄～⑥
欄の数字の小計を記入し、下段は最終ページにお
いて、全ページの上段の数字の合計（小数点以下
切り上げ）を記入して下さい。

　⑪欄には、就業規則等に規定されている１日の
所定労働時間を記入して下さい。なお、それが月
ごとに異なる場合は判定基礎期間に係る月（暦月
と判定基礎期間が異なる場合は、判定基礎期間の
初日が属する月）の所定労働時間を、また労働者
ごとに異なる場合は最も適用される人数の多い所
定労働時間を記入して下さい。

　⑫欄には、⑨欄の数値を⑪欄の数値で除した数
値（小数点以下切り上げ）を記入して下さい。

　⑬欄には、①欄に記入された対象者数の全ペー
ジ分の合計を記入して下さい。⑭欄はそのうち休
業をした者、⑮欄は教育訓練をした者の数を記入
して下さい（休業と教育訓練の両方を行った者は
両方に計上します）。

　本様式は、休業、教育訓練を行う場合の支給申
請時に用います。　タイトルの「休業」又は「教
育訓練」のうち該当するものの□にチェックして
下さい。

　本様式は、判定基礎期間（賃金締切日の翌日か
ら次の賃金締切日までの期間）ごとに記入して下
さい。また、タイトル直下の「判定基礎期間」の
欄にその初日と末日を記入して下さい。

　①の対象者は、できれば賃金台帳や出勤簿等の
順番で記入して下さい。
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○ 判定基礎期間において、休業と教育訓練を両方を実施した場合は、休業に係る部分と教育訓練に係る

部分をそれぞれ同一の用紙に記入して提出してください。 

 

○ 判定基礎期間内に対象被保険者について転出入、被保険者資格の喪失又は解雇の予告等があったと

きは、その旨及びその事実の生じた年月日を①欄に注記するとともに（記入スペースがない場合には

次の行を使用してください）、当該対象被保険者についてはその事実の生じた日まで（転入の場合は、

その日の翌日から）の分についてのみ記入してください。 

 

○ 事業所内の大多数の従業員の所定労働日数が同じ場合 

・祝日を含む週休２日制の場合      ･･･ 月 20 日 

・祝日を含まない週休２日制の場合    ･･･ 月 22 日 としても可 

○ 部署や勤務形態毎に当該所定労働日数が異なる場合 

その部署等に従事する年度末の労働者数等 

（※）により加重平均をした全労働者の平均年間所定労働日数を記入してください。 

なお、小数点以下の端数が生じた場合は、切り下げてください。 

 

○ 休業の場合 

全日休業欄には、１日休業を実施した日数を記入してください 。また、短時間休業欄には、短時間

休業を実施した時間の合計を記入してください。ただし、個人ごと及び日ごとに 30分未満は切り捨

てて記入してください。 

例）2 時間 40 分 →2 .5 時間 

○ 教育訓練の場合 

事業所内訓練を半日実施した場合、事業所外訓練を半日実施した場合については 0.5 日として計算

してください 。 

 

○ 外国人技能実習生に対して雇用調整助成金の対象となる教育訓練を行う場合、外国人技能実習機構

に「技能実習実施困難時届出書」を提出していることが必要です 。提出している場合にはチェック

を記載してください 。 

 

○ 休業協定書の事業主及び 労働者代表の方が記名・押印または署名してください。実績一覧表が複数

にわたる場合、最終ページの様式に事業主及び協定をした労働者代表の記名・押印または署名 があ

れば、最終ページまでの様式は省略しても差し支えありません 

 

○ ⑦欄～⑩欄の上段には、同じページの③欄～⑥欄の数字の小計を記入し、下段は最終ページにおい

て、全ページの上段の数字の合計（小数点以下切り上げ）を記入して下さい。 

 

○ 複数枚にわたる場合は、同じ様式を使用してください 。 その場合は、「 △枚目／○枚中」と記入し

てください。 

具体的な記載例 ① 
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④ 様式新特８号・助成額計算書 
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①
雇
用
調
整
助
成
金
助
成
額
算
定
書

②
雇
用
調
整
助
成
金
（
休
業
等
）
支
給
申
請
書

① ② ③ ④

①②

④

⑤

⑦

⑤
⑥

⑤
⑧

⑤ ⑦

⑥ ⑥

⑧⑨
⑨

⑨

自
動
計
算
版
を
使
用
す
る
と
、
①
雇
用
調
整
助
成
金
助
成
額
算
定
書
（
①
②
③
⑤
⑥
⑨
）
を
入
力
す
る
と

②
雇
用
調
整
助
成
金
（
休
業
等
）
支
給
申
請
書
（
⑤
⑥
⑦
⑧
）
は
自
動
入
力
さ
れ
ま
す
。

【
労
働
保
険
確
定
保
険
料
申
請
書
】

　
　
　
　
　
申
告
し
た
年
度
の
所
定
労
働
日
数

　
　
　
　
　
　
　
20
19
年
４
月
１
日
～
20
20
年
３
月
31
日
の
所
定
労
働
日
数

　
　
　
　
　
例
で
は
、
年
間
休
日
が
10
5日

　
　
　
　
　
36
6日

－
年
間
休
日
10
5日

＝
所
定
労
働
日
数
　
26
1日

③

※
助
成
率

  
４
/５

（
中
小
）
、
  

２
/３

（
大
手
）

　
解
雇
を
行
わ
な
い
場
合

  
10
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１ （１）欄には、労働保険料の申告の際に用いた「労働保険料確定保険料申告書(様式 6号)」（以下「申

告書」とする。）の⑧保険料・一般拠出金算定基礎額のうちの雇用保険法適用者分の額（千円未満の端

数切り捨て）を記入して下さい。この場合、（２）欄には、前年度１年間の各月末時点の雇用保険被保

険者数の平均（小数点以下切り捨て）を記入して下さい。 

 

２ また、「給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書」（以下「計算書」とする。）を利用する場合には、

（１）欄には、計算書に記載された俸給給料等（01）欄の「支給額」を当該賃金総額として、同欄の

「人員」を当該１か月平均被保険者数として（２）欄に記載して、算定することができる（納期特例

（給与の支払を受ける者が常時 10 人未満であって事前に税務署へ源泉所得税の納期の特例の承認に

関する申請書を提出している場合）の場合、当該計算書は半年に１回提出するものであることから、

当該支給額及び人員をそれぞれ６で除した値を１か月分の賃金総額又は１か月平均被保険者数とす

る）。 

 

３ 申告書を活用して算定する場合、（３）欄には、部署や勤務形態毎に当該所定労働日数が異なる場合、

その部署等に従事する年度末の労働者数等により加重平均をした全労働者の平均年間所定労働日数

（小数点以下切り捨て）を記入して下さい。ただし、休業等協定による休業手当等を算定するために、

賃金の日割り計算をする際に、所定労働日数によらず、所定労働日数より大きな任意の日数や暦日数

を用いる場合は、３６５日と記入して下さい。  

（例） Ａ部署 従業員３０人……所定労働日数２５４日        

Ｂ部署 従業員６５人……所定労働日数２６３日 

 

     

 

また、年間所定労働日数は、休業等を実施する前の任意の１か月（所定労働日数が明らかに少ない月を

除く）の所定労働日数に 12を乗じた日数により算定することができるほか、次のａ～ｃのいずれかによ

り算定することができることとする。なお、週休１日制や週休３日制等の場合については、これに準じて

算定することができる。 

ａ 週休２日制（国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）第２条に規定する 祝日等（以下、 

「祝日等」という。）が労働日である場合）が大多数を占める場合は、年間 261日 

ｂ 週休２日制（祝日等が休日である場合）が大多数を占める場合は、年間 240日 

ｃ 雇用形態等により所定労働日数が異なる労働者を雇用している場合は、雇用形態ごとの所定労働日

数（同じ雇用形態で複数の所定労働日数が定められている場合は最も人数が多い所定労働日数を当該雇

用形態の所定労働日数とする。）及び雇用形態ごとの人数の加重平均により求めることができる。   

 

（３０人×２５４日）＋（６５人×２６３日）
９５人

＝ 260日

申請書・記入要綱 ① 
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例）正社員：週休２日（祝日勤務）10人 

  → 上記 aにより 261日が正社員の年間所定労働日数 

  パート：年間 160日勤務 ４人、年間 180日勤務 ６人 

→ 最も人数の多い年間 180日がパートの年間所定労働日 

〔261日×10人（正社員）＋180日×10人（パート）〕÷20人（全員） ＝220.5（切り捨て） 

 よって、年間所定労働日数は 220日とすることができる。 

 

４ 計算書を活用して算定する場合、（３）欄には、月間所定労働日数は、休業前の任意の 1か月における

対象労働者数及び所定労働日数の加重平均により算定することができる。ただし、休業等協定による

休業手当等を算定するために、賃金の日割り計算をする際に、所定労働日数によらず、所定労働日数

より大きな任意の日数や暦日数を用いる場合は、３０日と記入して下さい。また、次のａ～ｃのいず

れかにより算定できることとする。なお、週休１日制や週休３日制等の場合については、これに準じ

て算定することができる。 

ａ 週休２日制（祝日等が労働日である場合）が大多数を占める場合は、月 22日 

ｂ 週休２日制（祝日等が休日である場合）が大多数を占める場合は、月 20日 

ｃ 雇用形態等により所定労働日数が異なる労働者を雇用している場合は、雇用形態ごとの所定労働日

数（同じ雇用形態で複数の所定労働日数が定められている場合は最も人数が多い所定労働日数を当

該雇用形態の所定労働日数とする。）及び雇用形態ごとの人数の加重平均により求めることができ

る。 

   例１）正社員：週休２日（祝日勤務）20人 

   → 上記 aにより 22日が正社員の月間所定労働日数 

     パート：月 15日勤務 ４人、月 16日勤務 10人、月 17日勤務 ６人 

     → 最も人数の多い月 16日がパートの月間所定労働日数 

     〔22日×20人（正社員）＋16日×20人（パート）〕÷40人（全員）＝19 

  よって、月間所定労働日数は 19日とすることができる。       

  例２）正社員：週休２日（祝日勤務）10人                

→ 上記 aにより 22日が正社員の月間所定労働日数 

パート：週３日勤務 ６人、週４日勤務 ４人     

→ 最も人数の多い週３日（月 13日）がパートの月間所定労働日数  

（週３日）×52週÷12月＝13 （月 13日）   

〔22日×10人（正社員）＋13日×10人（パート）〕÷20人（全員） 

＝17.5（切り捨て）よって、月間所定労働日数は 17日とすることができる。 

 

５ （４）欄には、（１）／（２）×（３）の値（小数点以下切り上げ）を記入して下さい。 

 

申請書・記入要綱 ② 
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６ （５）欄にはそれぞれ、就業規則又は休業等協定によって定められた、通常の賃金額に対する休業手

当又は教育訓練中の賃金の額の割合（支払い率）を記入して下さい。なおこれらの定めのない場合、

実際の支払い率は 100％とする必要があります。 

 

７ （６）欄にはそれぞれ、(４）×（５）の値（小数点以下切り上げ）を記入して下さい。 

 

８ （７）欄にはそれぞれ、表側タイトル欄中の助成率のうち該当するもの（※）を選んだ上で、（６）×

当該助成率の値（小数点以下切り上げ）を記入して下さい。ただしその値が 15,000円を超える時は、

15,000円を記入して下さい。 

（※大企業：２／３、中小企業：４／５ 大企業（雇用維持を行っている場合）：３／４、中小企業（雇

用維持を行っている場合）：10／10） 

 

９ （８）①～③欄にはそれぞれ、様式新特第９号の⑧、⑫、⑩欄の数値を転記して下さい。 

 

10 （９）欄には、雇用調整助成金を受給される事業主の方が教育訓練を行った場合において、それぞれ、

（８）×1,800円（中小企業の場合は 2,400円）の値を記入して下さい。 

 

11 （10）のうち休業に係る左側の２つの欄にはそれぞれ（７）×（８）の値を、また教育訓練に係る右

側の欄にはそれぞれ（７）×（８）＋（９）の値を記入して下さい。（11）のうち休業に係る左側の

欄には（10）欄のうち休業に係るものの小計（全日＋短時間）を、また教育訓練に係る右側の欄に

は（10）欄の教育訓練に係る額を記入して下さい。 

 

12 （12）欄には（11）欄の休業に係る額と教育訓練に係る額の合計を記入して下さい。この額が支給を

受けようとする助成金額になります。 

 

13 支給額は最終的に労働局において雇用保険データを基に算出された額によって決定され、本様式で算

出された金額と異なる場合がありますのでご了承下さい。 

 

14 本様式による申請が２回目以降であり、内容に変更がない場合は、（１）～（４）欄は省略して差し支

えありません。 

 

15 本様式については、支給審査を妨げないものであって、かつ、所定の事項が記載されていれば、任意

の様式を用いたり、（２）～（３）欄の算定内容のみを別紙としても差し支えありません。 

 

  

申請書・記入要綱 ③ 



- 45 - 

 

 

 

☆（１）「労働保険料確定申告書」を使用する場合 

① 直近の「労働保険料確定申告書（※）」の確定保険料算定内訳欄（雇用保険分） ハ「雇用保険

法適用者分」に 記載している賃金総額を記入してください。 

（※事務組合に委託している場合は、「労働保険料等算定基礎賃金等の報告」から記入してください。） 

② 事業所の前年度における各月の月末の被保険者数を平均して算定してください。 

（２）「 所得税徴収高計算書」を使用する場合判定基礎期間の初日が属する年度又は前年度の任意の月

に提出した給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書に記載された俸給給料等（01）欄の「支

給額」を賃金総額として、同欄の「人員」を当該１か月平均被保険者数として記入してください。 

（使用した計算書を支給申請の際に添付してください 。） 

☆（４）欄の平均賃金額に休業等協定書において定めた手当等の支払い率を乗じて求めた額を記入します。

基本給とその他手当との支払い率が異なる場合は、低い方の支払い率を使って算定してください 。 

 

☆ 労働者毎に休業手当等の支払い率が異なる場合 

適用される労働者の数が最も多い支払い率としてください。もしくは、各支払い率の単純平均または

各支払い率が適用される労働者数により加重平均をした支払い率でも可です 。 

（例） 

休業手当支払い率 60 ％の従業員 ５ 人 

休業手当支払い率 80 ％の従業員 ２ 人 

休業手当支払い率 100％の従業員 ３ 人 

（最も多い支払い率） 

60％ 

 （単純平均） 

  

なお、小数点以下の端数が生じた場合は、切り下げてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5人×60)＋(2人×80)＋(3人×100)
10人

＝ 76%

具体的な記載例 ① 
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☆ （１）休業等を実施する前の任意の１か月（所定労働日数が明らかに少ない月（２月など）を除く。）

の所定労働日数に 12を乗じた日数 

（２）●事業所内の大多数の従業員の所定労働日数が同じ場合 

・祝日を含む週休２日制の場合   ･･･ 年間 240 日 

     ・祝日を含まない週休２日制の場合 ･･･ 年間 261 日 

または、 

    ●部署や勤務形態毎に当該所定労働日数が異なる場合 

その部署等に従事する年度末の労働者数等 （※）により加重平均をした全労働者の平均年間

所定労働日数を記入してください。 

（例） 

Ａ部署従業員 ２ 人……所定労働日数 252 日 

Ｂ部署従業員 ３ 人……所定労働日数 264 日 

  

ただし、休業等協定による休業手当等の算定に当たって、賃金の日割り計算において、所定労働

日数によらず、所定労働日数より大きな任意の日数や暦日数を用いる場合は、365 日と記入してく

ださい （所得税徴収高計算書を使用する場合で、同様の場合は 30日と記入してください）。 

なお、小数点以下の端数が生じた場合は、切り下げてください。 

   ※(3)の分母は、年度末の人数で計算するため、(2)と(3)の分母の人数は、一致しない場合がありま

す。 

 

☆ 令和２年４月１日から９月 30日までの期間を１日でも含む賃金締切期間（判定基礎期間）の場合の助

成率は、大企業事業主の方は２／３（中小企業事業主の方は４／５）、また、解雇等を行わない場合に

は大企業事業主の方は３／４（中小企業事業主の方 10／10）が適用されます。 

 

☆ 令和２年４月１日から９月 30日までの期間を１日でも含む賃金締切期間（判定基礎期間）の場合の助

成額日額の最高額は、15,000円です。 

 

☆ 令和２年４月１日から９月 30日までの期間を１日でも含む 賃金締切期間（判定基礎期間） の場合の

雇用調整助成金を受給される事業主の方が教育訓練を行った場合の加算額は、大企業事業主の方は

1,800 円（中小企業事業主の方は 2,400円）を選択してください。 

(2人×252日)＋(3人×264日)
５人

＝ 259日

具体的な記載例 ② 
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１ 本様式は一つの判定基礎期間ごとに別葉にして記入して下さい。二又は三の連続する判定基礎期間に

ついて支給申請する場合、２箇月目又は３箇月目の判定基礎期間の分については、①(6)欄、②欄、③

欄及び◆判定基礎期間欄のみの記入で差し支えありません。 

 

２ ①(6)欄には、判定基礎期間内の暦月の末日時点の「対象労働者」（※）の数を記入して下さい。なお、

判定基礎期間内に暦月の末日がない場合は、当該判定基礎期間の末日時点の数を記入して下さい。ま

た、２つの判定基礎期間を通算した期間を一の判定基礎期間として申請する事業所において当該一の

判定基礎期間内に暦月の末日が２つある場合、いずれか遅い方の暦月の末日時点の数を記入して下さ

い。（※）「対象労働者」とは、休業・教育訓練実施事業所に雇用される雇用保険被保険者のうち、次

を除いた者をいいます。 

 

a 解雇を予告されている被保険者、退職願を提出した被保険者、事業主による退職勧奨に応じた被保険

者（当該解雇その他離職の日の翌日において安定した職業に就くことが明らかな者を除く） 

b 日雇労働被保険者である者 

c 判定基礎期間において雇用調整助成金と重複して受給することができない助成金等の支給の対象と

なる被保険者 

 

３ ②(1)欄には、様式新特第８号（８）の①欄と②欄の日数の計を、また②(2)欄には、同様式の（８）

③欄の日数を記入して下さい。 

 

４ ②(4)欄には、休業・教育訓練実施事業所のすべての対象労働者の判定基礎期間における所定労働日の

数の合計を記入して下さい。 

 

５ ③(1)欄には、様式新特第８号（８）の①欄と②欄の日数の計を、また③(2)欄には、同様式の（８）

③欄の日数を記入して下さい。③(4)欄には、同様式の(11)④欄の額を、また③(5)欄には、同様式の

(11)⑤欄の額を記入して下さい。 

 

６ ④欄には、振込先を記入してください。なお、変更の無い場合は、２回目以降の申請の際は記入の必

要はありません。 

 

 

 

 

 

 

申請書・記入要綱  
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雇用調整助成金の支給申請は、本様式及び「雇用調整助成金ガイドブック」の「支給申請に必要な書

類」に示す添付書類を用いて次によって提出して下さい。 

 

１ 休業又は教育訓練を実施し、当該休業に係る手当（労働基準法第 26条の規定に違反していない場合）

又は当該教育訓練に係る賃金を休業等協定どおりに支払った場合に提出して下さい。 

 

２ 休業又は教育訓練を実施した事業所（以下「休業・教育訓練実施事業所」という。）ごとに提出して下

さい。 

３ 令和２年１月 24日から令和２年５月 31日までに判定基礎期間の初日がある休業等については、提出

不要となった計画届の提出の有無にかかわらず、令和２年８月 31日まで申請ができるものとし、令和

２年６月１日以降に、判定基礎期間の初日がある休業等については、判定基礎期間の末日の翌日から、

２か月以内に（ただし、天災その他その期間内に申請しなかったことについてやむを得ない理由があ

るときは、当該理由のやんだ後１か月が経過する日までにその理由を記入した書面を添えて）提出し

て下さい。 

 

４ 代理人が申請する場合にあっては、委任状（写）を添付して下さい。 

 

 

 

１ 雇用調整助成金は、併給調整の対象となる助成金等と同時に支給対象となりません。またそれ以外の

助成金等についても、本支給申請の対象となる休業等について支給を受けている場合は支給対象とな

らない場合があります。 

 

２ 偽りその他不正の行為により本来受けることのできない助成金の支給を受け又は受けようとしたこ

とが判明した場合には、不正行為により本来受けることのできない助成金を受け又は受けようとした

最初の判定基礎期間以降に支給したすべての助成金を返還していただくとともに、当該期間以降に受

けようとした助成金については不支給とさせていただきます。 

 

３ ２によらず、助成金の支給すべき額を超えて助成金の支給を受けた場合には、その支給すべき額を超

えて支払われた部分の額を返還していただきます。 

 

４ 労働基準法第 26 条の規定に違反して支払った手当について助成金の支給を受けた場合には、助成金

のうち当該違反して支払った手当に係る部分の額を返還していただきます。 

 

５ 助成金の受給に当たっては、リーフレット等に記載されているもののほか、各種要件がありますので、

本支給申請前に都道府県労働局又は公共職業安定所に確認して下さい。 

 

支給申請にあたっての注意事項  

受給にあたっての注意事項  
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○ 判定基礎期間ごとに提出し、判定基礎期間の末日の翌日から起算して２か月以内に提出してくださ

い。なお、令和２年１月 24日～５月 31日の間に初日がある判定基礎期間は、令和２年８月 31日ま

で申請が可能です。 

 

○ 賃金締切日が毎月一定の期日で定められている場合、○で囲み日付を記入してください。 

 

○ 対象労働者は、休業等を実施する事業所の休業等を実施していない者を含めた 雇用保険の被保険者

の人数です。ただし、解雇を予告された被保険者、退職願を提出した被保険者、事業主による退職勧

奨に応じた被保険者及び日雇労働被保険者等を除きます。 

 

○（※）中小企業事業主とは、 

小売業（飲食店を含む）   資本金 5,000 万円以下又は従業員  50 人以下 

サービス業         資本金 5,000 万円以下又は従業員 100 人以下  

卸売業           資本金 １億円以下又は従業員   100 人以下  

その他の業種        資本金３億円以下又は従業員    300 人以下 

をいい、大企業事業主とは中小企業事業主に該当しないものをいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な記載例 
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※修正：2020 年 8 月 26 日 

 

資料編 

１．厚生労働省・雇用調整助成金ガイドブック（簡易版）    令和２年８月 25 日現在 
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000644877.pdf 

 

２．厚生労働省・雇用調整助成金支給申請マニュアル（小規模用）令和２年８月 25 日現在 
（休業編）  https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000639652.pdf 

（教育訓練編）https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000639662.pdf 

（雇用保険被保険者以外の方の休業用） 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000639657.pdf 

 

３．厚生労働省・雇用調整助成金ガイドブック          令和２年３月 １日現在 
https://www.mhlw.go.jp/content/000611773.pdf 

 

４．日本労働弁護団・新型コロナウイルス労働問題、Ver３      2020 年６月４日 
http://roudou-bengodan.org/wpRB/wp-content/uploads/covid-19_faq_20200604.pdf 

 

５．厚生労働省・雇用調整助成金ＦＡＱ            令和２年８月１日現在 
※以下のページの「特例措置の詳細や、手続きの詳しいご案内」に設問ごとに掲載 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pag

eL07.html 

 

６．厚生労働省・新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金 
https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html 

 

７．法務省・外国人生活支援ポータルサイト 
新型コロナウィルス感染症の影響に対する外国人及び受入れ機関への支援策（7 月 1 日現在） 

http://www.moj.go.jp/content/001322500.pdf 

 

リーフレット「生活を支えるための支援のご案内」（やさしい日本語，多言語版はこちら） 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000622924.pdf 

 


